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はじめに

前著『大学戦略経営論』の発刊から 5 年、この間に大学のガバナンスやマ

ネジメントは大きく変化した。学校教育法の改訂で学長の権限が強化され、

大学の運営に大きな影響力を持っていた教授会の行政面での役割が限定され

た。中教審では、学長のリーダーシップの強化に大きなカギを握っている職

員の位置付けの強化や育成の義務付けが示されている。

しかし、法律でトップの権限や役割を変えるだけで、真のリーダーシップ

の確立、迅速な意思決定、全学の一体運営、実効性ある改革推進が実現する

わけではない。そうした制度・組織面での改革を生かし、如何にその大学に

相応しい有効なマネジメントを作り上げられるかが問われている。だが、そ

れぞれの大学にとって、その答えは一つではない。ただ、努力の方向には共

通する原理がある。それが、本書で明らかにしようとしている戦略経営の核

心である。

大学は、いま教学面でも経営上でも厳しい現実に直面している。とりわけ

地方に立地する中小規模大学は深刻だ。しかし、この 5 年間で経営調査に訪

れた 100 校近い大学の中には、いったんは定員の 6 ～ 7 割まで落ち込みなが

ら、全学を上げた取り組みによって浮上した大学がかなりある。そこには、

改革に取り組む真剣さとともに、いくつかの共通した行動がある。

同じく、この間取り組んできた経営実態アンケート調査の 200 大学を超え

る回答をつぶさに読み、分析してみても、成果を生み出す具体的な努力の方

向や改革のやり方には多くの共通項がある。

ここ数年間の様々な調査を通じて明らかになった改革の具体的方途は、そ

の時々に雑誌や新聞に発表してきたが、それらを総合すると「大学戦略経営

の核心」は大きく 3 つに集約できると言える。それは、

第 1 に、まずは実効性のある中長期計画の策定・実行・到達度評価、政策

の浸透や課題の共有であり、

第 2 は、その政策を実行し得るガバナンスとマネジメント、組織と運営の

一体改革、リーダーシップの強化や全学一体行動の組織化であり、
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第 3 には、それらの遂行を担う中核集団、大学職員の力量の飛躍的強化と

それを発揮するための経営・教学への参画である。

本書では、これらの課題を追究して来たここ 5 年間の、雑誌や新聞に掲

載された 30 ほどの論稿を集大成し、改革の具体的姿を明らかにできるよう、

この 3 つの柱に整理した。

成果を作り出す大きな方向は共通していても、具体の解決策は大学ごとに

異なり、成果に結びつく有効な作戦、手法は千差万別、それぞれの大学自身

が選び、作り出さねばならない。そのための改善課題や改革方針につながる

実例は、全編を通じてできるだけ多く具体的に記述し、実践で活用できるよ

うにした。

激変する日本の大学環境の中で、直面する改革の方途と展望を明らかにす

るためには、理論や歴史、外国比較からだけでなく、現状、実態を徹底して

分析し、何が問題となっているか、何故改革が進まないかを明らかにするこ

とが必要だ。そして、その解決策も、実際の改革事例、苦労して作り上げ編

み出してきたやり方から学ぶ以外にない。本質的、長期的視点は不可欠だが、

現実を変革できない方策、問題を解決できない理論では、いま苦難に直面し

ている大学にとっては、何の役にも立たない。

困難を打開するヒントは、危機に立ち向かっている多くの大学の改革実践、

努力の積み上げの中にこそある。数次にわたる経営実態の全国調査と大学訪

問調査を通じてまとめ上げた共通する原理から、戦略経営の核心、大学改革

の実践的な方途を明らかにしたいと思う。

中央教育審議会が 2008 年の学士力答申、2013 年の質転換答申、そして

2016 年の 3 つのポリシーのガイドラインで一貫して提起し続けているもの

は、大学教育の質向上であり、これを推し進める内部質保証システムの確立、

教学マネジメントの強化である。これも、大学と法人が一致して取り組む中

長期計画を軸とした戦略経営の中に位置づかねば実現不可能である。

「2018 年問題」が、雑誌等で様々に取り上げられている。今 120 万人前後

で推移している 18 歳人口は、あと数年で 2 度と上昇することのない時代に

突入する。急激な人口減少の中にすべての大学が、否が応でも巻き込まれる。

2015 年の出生数は 100 万人前後、そしてすぐ 100 万を割り込むだろう。数年
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後から始まるこの危機に、如何に立ち向かうか。

正確な現状分析、それに立ち向かう斬新な政策立案、そして、この政策を

実行し得る強力なマネジメント、そのカギを握る職員の力量の向上、すなわ

ち、大学戦略経営の核心部分の早急な強化・確立が避けて通れないというこ

とだ。これまでの延長線上での大学改善の積み重ねで、大学が存続できると

考えるのは楽観的である。

大学の未来を決めるこれらの取組みに、残された時間はそう多くない。本

書が、向こう数年の大学改革の方途を探る実践的な指針になれば幸いである。

本書は 3 部構成になっている。

第 1 部「戦略経営の要、組織と政策の確立」では、第 1 章で、学校法人制

度の特質、強みと課題を明らかにしたうえで、第 2 章で、それを生かしてど

のように改革推進体制を作り上げていくかを述べた。特に学校教育法改訂に

よる組織・制度改革を踏まえて、いかにマネジメントの改善を進めるか、ガ

バナンスとマネジメントの一体改革の視点で基本方向を明らかにするととも

に学長のリーダーシップ発揮の条件を述べた。マネジメントの中核には、法

人・大学の一致した中長期計画がある。第 3 章以降では、これを如何に策定

し、浸透させ、実行し、評価・改善するか。また、その推進組織はどうある

べきか、私学高等教育研究所における 2 回にわたる調査を詳しく分析・整理

し、実践に使えるよう、改善のための具体的な方途も記述した。

第 2 部「戦略経営をいかに実行するか」は、第 1 部で明らかにした戦略経

営の基本原理をどのように、実践に適用するか、現実の大学の改革事例をつ

ぶさに観察し、その具体の姿を明らかにした。第 1 章では、特に、危機に直

面する地方大学に焦点を当て、いかに厳しい事態を打開するマネジメントを

構築してきたか、その優れた取り組みの中から共通する改革のヒントを探し

た。第 2 章では、中期計画の実際の策定、運用の現実の姿、特色を作り出す

取り組み、地方大学での徹底したきめ細かい教育を紹介し、また立命館大学

や二松学舎大学など、注目される中期計画の実践例も取り上げた。教学マネ

ジメントのあり方について提示すると共に、前進する中国の、とりわけ学長

のリーダーシップや資質を日本との比較で分析しあるべき姿を考察した。
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第 3 部「職員の位置と役割、力量の飛躍」では、第 1 章で、中教審での職

員の育成、研修の義務化や役割の向上についての議論を紹介し、その意義と

今後の方向性を明らかにした。第 2 章では、とりわけ今日求められている職

員の資質、企画提案力の向上のためには如何なる取り組みやシステムが必要

か、育成を指導する管理者の役割も明らかにしながら実践的に論じた。第 3

章では、そうした力を生かすためには職員の大学運営への参画が求められて

おり、その現状や参画の在り方を述べた。

最後に、第 4 章で私、篠田へのインタビューを 2 つ掲載した。つたない経

験ではあるが、41 年間の大学職員生活における実践の姿をご覧いただけれ

ば幸いである。

2016 年 10 月　　　　　

篠田　道夫　
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